
 

Ⅱ．建築基準法第８６条の８の規定による全体計画認定制度の事務の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

・事前協議書（配置図、平面図、立・断面図等含む） 

・認定理由書 

・現況調書（様式Ｂ） 

・全体計画認定工事工程表 

・新築又は増築等の時期を示す書類 

 原則  

検査済証、又は記載事項証明（完了検査） 

 ない場合  

確認済証、記載事項証明（建築確認）、登記事項証明書、建築確認後の工事の実施を特定できるその他の書類 

・その他図書 

 
法6条1項4号建築物 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

※３ 新耐震適合建築物とは、既存部分が昭和56年6月1日の

時点で施行されている法第20条の規定に適合するもの又

は平成18年国交省告示第185号に定める基準によって地

震に対して安全な構造であることを確かめられたもの。 

【事前協議】 

 
正当な 

期間延長理由 

無 

有 

全体計画認定申請 【期間５年以内】  

 

全 体計画 認定書 交付  

（ 申請者 に留意 事項周 知）  
 

 
増築部分の建築確認申請（（（（ⅠⅠⅠⅠ）））） 

 完了検査（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    

（検査済に既存部分の不適格事項を記載） 

 
増改築部分の工事 

 
中間検査 

 
増築部分の建築確認申請（（（（ⅡⅡⅡⅡ）））） 

 完了検査（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    

（検査済に既存部分の不適格事項を記載） 

 
既存部分の改修工事 

 
中間検査（（（（ⅡⅡⅡⅡ）））） 

建築確認申請が

必要必要必要必要である改修
工事の場合 

全体計画認定工事状況報告（様式Ｄ） 
全体計画認定どおり 
工事完了しとことの最終確認 

 

最終的に建築基準法に適合させる必

要のある建築確認申請であれば、既
増築部分の構造計算適合性判定が必
要。 

（１／２超増築の場合） 

最初の工事状況報告（様式Ｄ） 

（認定書の交付を受けた年度から起

算して２年度を経過した年度） 

２回目以降の工事状況報告（様式Ｄ） 

（初回報告年度から起算して３年度

を経過した年度毎） 

既存部分の改修工事着手時 

工事状況報告（様式Ｄ） 

既存部分の改修工事完了時 

工事状況報告（様式Ｄ） 

 
既存部分の改修工事 

建築確認申請が
不要不要不要不要である改修
工事の場合 

 既存建築物の 

無確認増築等 

無 

有  
違反是正 全体計画認定 ＮＧ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 
 

EXP.J で分離か 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 
 

新耐震基準適合建築物 

※３ 

Ｎｏ 

全体計画認定申請 【期間２０年以内】 
 

全体計画認定全体計画認定全体計画認定全体計画認定((((第第第第 86868686 条条条条のののの 8)8)8)8)    
 

 増築部分の床面積が 

50㎡かつ A/20 以下 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

 Ａ／２ 以下 

 
４号木造建築物で、つりあいよく耐力
壁を配置すること等の基準に適合する 

※１ 

 ＥＸＰ．Ｊで分離 

 
耐震診断基準、又は 

新耐震基準(※2)に適合する 

既存建築物の危険性が 

増大しないことが条件 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

現行基準に適合させること 

建築物全体で許容応力度等の計算必要 

現行基準に適合させること 

遡及適用を受けない 

構造計算は不要 

構造計算は不要 

※１ 建築基準法施行令第42条（土台）、第43条（柱）

及び第 46 条（耐力壁等）の基準（枠組壁工法又

は、木質プレハブ工法の場合は平成 13 年国交告

第1540号第一から第十までの規定。 

※２ 耐震診断の方法として、新たに『新耐震基準』（昭

和 56年 6月 1日当時の耐震関係規定によって確

かめること）を追加。これにより、昭和 56 年 6

月1日以降に適法に建築された建築物は原則とし

て改修は不要。 

構造規定構造規定構造規定構造規定のののの緩和緩和緩和緩和((((第第第第 86868686 条条条条のののの 7777))))    
 

全体計画認定全体計画認定全体計画認定全体計画認定をををを活用活用活用活用できるできるできるできる    

法第86条の7 

（構造規定の緩和） 

平成21年告示第891号 

（平成17年告示第566号改正） 

平成21年9月1日国住指第2072号技術的助言 

（平成18年告示第184号別添第1本文ただし書認定） 


